債権譲渡契約書

債権譲受人　〇〇〇〇（以下「甲」という）と債権譲渡人　〇〇〇〇（以下「乙」という）、とは、本日、以下の通り、債権譲渡契約を締結した。
第1条 乙は、甲に対し、乙が下記債権の債務者（以下「丙」という）に対して有する債権を譲渡する。

【債権の表示】
原因
金銭消費貸借

貸付日　　　〇〇年〇〇月〇〇日

貸付金額
金〇〇〇〇円

利息
年○．○○％（年３６５日日割計算）

損害金
年○○％（年３６５日日割計算）

債務者
○○県○○市○○町○丁目○番○号



○○　○○
２
なお、原契約に基づく丙に対する債権の額は、本日現在以下のとおりである。


元本
金〇〇〇〇円


利息
金〇〇〇〇円

支払期日
平成〇〇年〇〇月〇〇日
第2条 譲渡金額は金〇〇〇円とし、甲は、乙に対し、●年●月●日までに乙が指定する金融機関の預金口座へ振込送金の方法により支払う。
【乙が指定する金融機関の預金口座】
金融機関名：

支店名：

預金種別：

口座番号：

口座名義：

第3条 乙は、本契約締結後５日以内に、確定日付ある証書をもって、丙に対し、本件債権譲渡を通知するか、または本件債権譲渡について丙の承諾を得なければならない。
第4条 乙は、前条の債権譲渡通知の効力が発生するまでの間に甲の権利を害する行為をしてはならない。

第5条 乙は、第１条によって甲に譲渡した債権につき、丙から乙に対抗しうる何らの事由がないこと、および、甲が同条記載内容のとおり権利行使しうるものであることを保証する。
第6条 甲は、乙が第３条の履行を期限内に具備しない場合、および丙が第３条の通知までに乙に対して対抗し得た事由をもって甲に対抗してきた場合には、何ら催告を要せずただちに本件債権譲渡契約を解除できる。
第7条 本契約に定めのない事項、または本契約の各条項の解釈について疑義が生じたときは、甲乙は誠意をもって協議し、これを定めるものとする。
以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各自署名捺印の上、各１通宛を保有する。

平成　　　年　　　月　　　日

（1） 住　所


氏　名


印

（2） 住　所


氏　名


印


本契約書作成代理人
〒162-0822
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